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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次

第213期

第３四半期

連結累計期間

第214期

第３四半期

連結累計期間

第213期

会計期間
自　平成23年４月１日

至　平成23年12月31日

自　平成24年４月１日

至　平成24年12月31日

自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日

売上高 （百万円） 57,198 46,686 76,370

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 1,137 △3,060 383

四半期純利益又は
四半期（当期）純損失（△）

（百万円） 1 △3,097 △3,374

包括利益 （百万円） △1 △3,426 △2,324

純資産額 （百万円） 42,498 36,384 40,173

総資産額 （百万円） 111,608 102,508 105,487

１株当たり四半期純利益金額又は
四半期(当期)純損失金額（△）

（円） 0.01 △21.33 △23.24

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益金額

（円） 0.01 － －

自己資本比率 （％） 35.4 32.9 35.3

　

　

回次
第213期
第３四半期
連結会計期間

第214期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日

至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日

至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純損失金額（△） （円） △0.86 △2.26

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第214期第３四半期連結累計期間及び第213期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益

金額について、１株当たり四半期(当期)純損失であるため、記載しておりません。

　
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、欧州での債務危機問題や新興国の景気減速等、海外経済

の低迷や円高の長期化の影響で不透明な状況が続いておりますが、12月の政権交代後は、円高の是正や

株価の上昇等の明るい兆しも見えてまいりました。

このような状況の中、当社グループの当第３四半期連結累計期間における売上高は、スチールコード

関連事業、中でも太陽光関連製品（ソーワイヤ、ワイヤソー）の売上が大きく減少したことにより、

46,686百万円（前年同四半期比18.4％減）となりました。

利益面でも売上減により、営業損失は2,988百万円（前年同四半期は1,393百万円の利益)、経常損失は

3,060百万円（前年同四半期は1,137百万円の利益)、となりました。四半期純損失は特別損失に事業構造

改革費用855百万円等を計上し、3,097百万円（前年同四半期は1百万円の利益)となりました。

　
セグメントごとの業績は次のとおりであります。

　
(鋼索鋼線関連)

国内向ロープ・ワイヤの販売数量は前年同四半期に比し減少し、輸出ロープと海外におけるエレベー

タロープは増加しております。また、繊維ロープの販売も堅調に推移しております。

その結果、当事業の売上高は19,815百万円（前年同四半期比4.3％減）、セグメント利益(営業利益)は

787百万円(前年同四半期比0.9％増)となりました。

　
(スチールコード関連)

タイヤコードは販売数量が前年同四半期に比し減少し、ソーワイヤは数量、価格下落により、売上高は

前年同四半期に比し減少いたしました。また、ワイヤソーの販売台数も前年同四半期に比し大幅に減少

しております。

その結果、当事業の売上高は11,772百万円（前年同四半期比44.9％減）、セグメント損失は3,915百万

円（前年同四半期は151百万円の利益）となりました。
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(開発製品関連)

橋梁関連の売上が前年同四半期を上回りましたが、道路安全施設の売上は前年同四半期を下回り、当

事業の売上高は7,827百万円（前年同四半期比1.6％減）、セグメント損失は342百万円（前年同四半期

は249百万円の損失）となりました。

　
(不動産関連)

売上高は前年同四半期に比し微増の890百万円（前年同四半期比1.4％増）、セグメント利益は294百

万円（前年同四半期比16.2％減）となりました。

　
(その他)

粉末冶金製品と産業機械（自動計量機・包装機）で売上が伸び、売上高は6,379百万円（前年同四半

期比1.4％増）、セグメント利益は186百万円（前年同四半期比47.9％減）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、主に売掛金の減少により、前連結会計年度末と比べ2,979百

万円の減少の102,508百万円となりました。

負債については、主に仕入債務、短期借入金の増加により、前連結会計年度末と比べ810百万円増加の

66,124百万円となりました。

純資産については、四半期純損失の計上、配当金の支払い等により、前連結会計年度末と比べ3,789百

万円減少の36,384百万円となりました。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業所上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等(会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

①　基本方針の内容

当社は、当社グループの企業価値と株主共同利益の維持・持続的発展を実現し、株主の皆様に還元

すべき適正な利潤を獲得するためには、長年の事業活動によって培った柔軟な技術力と多様な事業構

造、ブランド力、川上・川下の各取引先との強い連携といった当社グループの企業価値・株主共同利

益の源泉の維持が不可欠であり、このためには株主の皆様をはじめ、お客様、お取引先、従業員や地域

社会といった当社グループのステークホルダーとの適切な関係を維持しつつ、社会の基盤整備への貢

献を通じて当社グループの社会的存在意義を高めていく経営が必要であると考えております。

また、株式会社の支配権の移転を伴う当社株式の買付提案がなされた場合に、その買付が当社グ

ループの企業価値・株主共同利益を高めるものかどうかを株主の皆様が適切に判断するためには、事

業間のシナジー効果や当社グループの企業価値の源泉への影響を適正に把握する必要があると考え

ます。

当社取締役会では、以上の要請を実現することが当社の財務および事業の方針の決定を支配する者

の在り方であると考えており、以上の要請を実現することなく当社株式の大量取得行為や買付提案を

行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配するものとして不適切であると考えます。
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②　基本方針実現のための取り組み

当社グループでは、東日本大震災からの復興過程において、インフラ再整備にタイムリーかつ安定

的に優れた商品を提供し続けることで社会的使命を全うすることに最大限注力しつつ、新中期経営計

画「トータル・ケーブル・テクノロジーの追求（ＴＣＴ－Ⅱ）」を着実に推進し、前連結会計年度に

悪化した収益力の回復と将来的な成長エンジンとなる事業育成に注力してまいる所存であります。

「トータル・ケーブル・テクノロジーの追求（ＴＣＴ－Ⅱ）」では、急激に悪化したスチールコー

ド事業を事業環境に適応した生産体制へ果断に構造改革すること、また、国内事業場のコスト削減と

新生産プロセス導入による生産効率の向上や既存商品・新商品の拡販の実現を通じて当社グループ

の収益力を回復させることに傾注してまいります。併せて、石油資源開発、送電線網整備、橋梁補修事

業等の分野におけるＣＦＣＣ(炭素繊維複合ケーブル)やハイブリッド製品、全磁束診断技術等の活用

を推進し、当社グループの将来にむけた成長エンジンへと育成してまいります。

当社グループは、この新中期経営計画により、平成25年度以降の確固たる事業基盤を構築し、株主・

お客様・サプライヤー・従業員等様々なステークホルダーの信頼に応えられる企業となるために全

力を尽くす所存であります。

③　不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定を支配されることを防止する取組み

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定が基本方針に照らして不適切である者によって支配され

ることを防止する取組みとして、平成19年５月15日開催の取締役会において、「当社株式の大規模な

取得行為への対応策（買収防衛策）」（以下、「本プラン」といいます。）の導入を決議し、平成19年

６月28日開催の第208回定時株主総会にご承認を得て導入し、平成22年６月29日開催の第211回定時株

主総会においてその内容の一部を変更し更新することにつきご承認いただき発効いたしております。

本プランは、当社が発行者である株式の大量買付または公開買付を実施する場合の手続を明確化

し、株主の皆様が適切な判断を行えるよう必要かつ十分な情報と時間を確保することや買付者との交

渉機会を確保することで企業価値・株主共同利益を維持・向上させることを目的としております。

具体的には、当社株式の発行済株式総数の20％以上となる買付または公開買付を行おうとする者

（以下、「大量買付者等」といいます。）には、事前に必要な情報を当社取締役会に提出いただき、当

社取締役会が一定の検討期間を設けたうえでこれらの情報に対し意見表明や代替案等の提示、必要に

応じて大量買付者等との交渉等を行うこととしており、これらの情報については適宜株主の皆様に情

報提供を行うこととしています。

また、大量買付者等と当社取締役会から提出された情報、当社取締役会の代替案等については、当社

経営陣から独立した社外者のみで構成される独立委員会に提供され、独立委員会において調査・検討

・審議を行い、その結果を取締役会に勧告します。

独立委員会では、大量買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく当社株式の大量

買付等を行う場合または当社の企業価値・株主共同利益が毀損されるおそれがあると認められる場

合は、対抗措置の発動（大量買付者が権利行使できない条件付の株主割当による新株予約権の無償割

当）を取締役会に勧告することとしています。

取締役会では、本必要情報等を検討し、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、本対抗措置を発

動することを決定することがあり、その決定内容について速やかに情報開示を行います。

④　本プランの合理性

当社取締役会では以下の理由により、本プランが基本方針に整合し当社の企業価値・株主共同の利

益に資するものであり、かつ当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

1)買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

本プランは経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益
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の確保または向上のための買収防衛策に関する指針」に定める三原則を完全に充足しております。

2)株主意思を重視するものであること

本プランは平成22年６月開催の第211回定時株主総会において株主の皆様のご承認を得て３年間

の有効期限を設定しております。また、有効期限内においても毎年株主総会で選任される取締役を

通じて廃止することができる（いわゆるデットハンド型ではないこと）ことから導入・廃止とも

株主の皆様の意思が反映されます。

3)独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

現経営陣からは独立した社外監査役や有識者をメンバーとして構成される独立委員会が、現経営

陣による恣意的運用がないかどうか監視するとともに対抗措置の発動等について独立委員会の勧

告を行うこと、独立委員会の判断の概要を含めて株主の皆様には情報開示することで本プランが透

明性をもって運営される仕組みを構築しております。

4)合理的な客観的要件の設定

本プランは対抗措置の具体的発動要件を定めているほか、発動に際しては必ず独立委員会の判断

と勧告を経て行うこととしており、現経営陣による恣意的な対抗措置の発動を抑制する仕組みを構

築しております。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は897百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成24年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成25年２月13日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 162,682,420162,682,420

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は
1,000株で
あります。

計 162,682,420162,682,420－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成24年12月31日 ─ 162,682 ─ 15,074 ─ 5,539

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
－ －

普通株式 17,467,000
（相互保有株式）

－ －
普通株式 50,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 144,289,000 144,289 －

単元未満株式 普通株式 876,420 － －

発行済株式総数 　 162,682,420－ －

総株主の議決権 － 144,289 －

(注)　単元未満株式には、東洋製綱㈱所有の相互保有株式235株及び当社所有の自己株式310株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

　東京製綱株式会社

東京都中央区日
本橋３丁目６－
２

17,467,000 － 17,467,000 10.73

（相互保有株式） 　 　 　 　 　

　東洋製綱株式会社
大阪府貝塚市浦
田町175

50,000 － 50,000 0.03

計 － 17,517,000 － 17,517,000 10.76
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役

(社長特命事項担当)

常務取締役

(エンジニアリング

事業部長)

萩原　良仁 平成24年10月29日

常務取締役

(スチールコード

事業部長

社長特命事項担当)

常務取締役

(社長特命事項担当)
萩原　良仁 平成24年12月５日

常務取締役

(技術開発本部副本部長

スチールコード事業に

おける開発製品担当)

常務取締役

(スチールコード事業部

長兼技術開発本部副本

部長)

岡庭　憲一 平成24年12月５日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１

日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,857 1,937

受取手形及び売掛金 ※３
 19,384

※３
 14,926

商品及び製品 5,196 5,390

仕掛品 7,443 7,659

原材料及び貯蔵品 4,154 4,405

その他 2,378 3,426

貸倒引当金 △36 △35

流動資産合計 40,378 37,710

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 13,669 13,900

機械装置及び運搬具（純額） 13,697 13,984

土地 21,166 21,166

建設仮勘定 1,936 1,184

その他（純額） 1,980 1,857

有形固定資産合計 52,450 52,093

無形固定資産 609 657

投資その他の資産

投資有価証券 6,593 6,481

繰延税金資産 2,867 2,850

その他 3,025 3,422

貸倒引当金 △453 △720

投資その他の資産合計 12,032 12,033

固定資産合計 65,092 64,784

繰延資産 15 13

資産合計 105,487 102,508
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※３
 12,394

※３
 13,147

短期借入金 19,826 20,732

未払費用 2,081 1,908

賞与引当金 891 409

その他 3,330 3,466

流動負債合計 38,525 39,665

固定負債

長期借入金 11,702 11,699

再評価に係る繰延税金負債 5,788 5,788

退職給付引当金 4,763 4,338

その他 4,533 4,632

固定負債合計 26,787 26,458

負債合計 65,313 66,124

純資産の部

株主資本

資本金 15,074 15,074

資本剰余金 8,575 8,574

利益剰余金 6,290 2,829

自己株式 △3,271 △3,272

株主資本合計 26,668 23,206

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 482 409

繰延ヘッジ損益 1 －

土地再評価差額金 10,851 10,851

為替換算調整勘定 △733 △789

その他の包括利益累計額合計 10,600 10,471

少数株主持分 2,905 2,706

純資産合計 40,173 36,384

負債純資産合計 105,487 102,508
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 57,198 46,686

売上原価 47,219 41,354

売上総利益 9,978 5,331

販売費及び一般管理費 8,585 8,320

営業利益又は営業損失（△） 1,393 △2,988

営業外収益

受取利息 22 19

受取配当金 109 131

その他 254 287

営業外収益合計 386 438

営業外費用

支払利息 297 366

為替差損 135 －

その他 208 143

営業外費用合計 641 510

経常利益又は経常損失（△） 1,137 △3,060

特別利益

投資有価証券売却益 4 0

特別利益合計 4 0

特別損失

事業構造改革費用 － 855

投資有価証券売却損 29 0

投資有価証券評価損 7 2

補償修理費用 829 －

災害による損失 76 －

その他 7 9

特別損失合計 949 866

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

193 △3,926

法人税等 31 △639

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

161 △3,287

少数株主利益又は少数株主損失（△） 160 △189

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1 △3,097
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

161 △3,287

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △580 △72

繰延ヘッジ損益 △0 △1

土地再評価差額金 845 －

為替換算調整勘定 △409 △58

持分法適用会社に対する持分相当額 △17 △6

その他の包括利益合計 △163 △138

四半期包括利益 △1 △3,426

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △139 △3,227

少数株主に係る四半期包括利益 137 △198
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【会計方針の変更等】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)
(会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更)
当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。
これによる、当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽

微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

(税金費用の計算)
税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
　
　
　

【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

(連結納税)
当社及び一部の連結子会社は、平成26年３月期より連結納税制度を受けることにつき、承認申請を行いました。

また、当第３四半期連結累計期間より「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い(その
１)」(実務対応報告第５号)及び「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い(その２)」
(実務対応報告第７号)に基づき、連結納税制度の適用を前提とした会計処理を行っております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

１  偶発債務

(1) 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対して、債務保証を行っております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

関連会社 江蘇東綱金属製品有限公司の
借入金に対する債務保証

652百万円 -

　 (50百万元) -

関連会社 江蘇法爾勝纜索有限公司の
借入金に対する債務保証

521百万円 1,232百万円

　 (40百万元) (90百万元)

計 1,173百万円 1,232百万円

　

(2) 手形債権流動化に伴う買戻し義務

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

手形債権流動化に伴う買戻し義務 1,594百万円 1,428百万円

　

２  受取手形割引高

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形割引高 223百万円 236百万円

　

※３  四半期連結会計期間末日満期手形の処理

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期時に決済が行われたものとして処理を

しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高から除かれております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形 325百万円 159百万円

支払手形 551百万円 452百万円

受取手形割引高 164百万円 219百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりで

あります。

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年12月31日)

減価償却費 2,877百万円 2,490百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月11日
取締役会

普通株式 362 2.5平成23年３月31日 平成23年６月９日 利益剰余金

　

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月11日
取締役会

普通株式 363 2.5平成24年３月31日 平成24年６月８日 利益剰余金

　

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント
その他
(注)

合計 調整額

四半期
連結損益
計算書
計上額

鋼索鋼線
関連

スチール
コード
関連

開発製品
関連

不動産
関連

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

 外部顧客への売上高 20,71421,3637,952 87850,9096,28957,198 － 57,198

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

71 － 93 － 164 948 1,113△1,113 －

計 20,78621,3638,045 87851,0747,23758,312△1,11357,198

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

780 151 △249 351 1,034 359 1,393 － 1,393

(注) 　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業機械事業、粉末冶金事業及び石油

事業を含んでおります。

当第３四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント
その他
(注)

合計 調整額

四半期
連結損益
計算書
計上額

鋼索鋼線
関連

スチール
コード
関連

開発製品
関連

不動産
関連

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

 外部顧客への売上高 19,81511,7727,827 89040,3066,37946,686 － 46,686

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

116 － 132 － 248 788 1,037△1,037 －

計 19,93111,7727,959 89040,5547,16847,723△1,03746,686

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

787△3,915△342 294△3,175 186△2,988 － △2,988

(注) 　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業機械事業、粉末冶金事業及び石油

事業を含んでおります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額(△)及び算定上の基礎並びに潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり
四半期純損失金額(△)(円)

0.01 △21.33

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)
(百万円)

1 △3,097

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純
損失金額(△)(百万円)

1 △3,097

普通株式の期中平均株式数(千株) 145,207 145,216

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
(円)

0.01 －

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(千株) 61 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった
ものの概要

－ －

(注)　当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失

金額であるため記載しておりません。
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２ 【その他】

　

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月13日

東京製綱株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    廿    楽    眞    明    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    村    山    　 孝 　    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京
製綱株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平
成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12
月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京製綱株式会社及び連結子会社の平成24年
12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　

EDINET提出書類

東京製綱株式会社(E01378)

四半期報告書

22/22


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	会計方針の変更等
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	追加情報
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

